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福岡県次世代型太陽電池実証事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 知事は、次世代型太陽電池の普及拡大のため、実証に要する経費に対して、予算の範囲内にお

いて福岡県次世代型太陽電池実証事業補助金（以下「本補助金」という。）を交付するものとし、その

交付については、福岡県補助金等交付規則（昭和３３年規則第５号。以下「交付規則」という）に定

めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 

 

（定義） 

第２条 この要綱における用語の定義は、次のとおりとする。 

一 次世代型太陽電池 

   今後普及が見込まれる技術を用いており、「薄い、軽い、曲げられる」等の特徴をもったペロブス

カイト太陽電池、カルコパイライト太陽電池、その他知事が認める次世代型太陽電池をいう。 

 

（補助対象事業） 

第３条 本補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、県内において、次世代型太

陽電池を将来の普及を見据えた拡張性が高い場所に設置する実証事業とする。 

 

（交付対象者） 

第４条 本補助金の交付の対象となる者は、前条に定める補助事業を行う者であって、次のいずれにも

該当しない者とする。 

 一 福岡県暴力団排除条例第２条に規定する暴力団又は暴力団員若しくは暴力団員でなくなった日か

ら５年を経過しない者 

 二 次のいずれかに該当する暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する団体又は個人 

  ア 暴力団員が事業主又は役員に就任している団体 

  イ 暴力団員が実質的に運営している団体 

ウ 暴力団員であることを知りながら、その者を雇用し、又は使用している団体又は個人 

  エ 契約の相手方が暴力団員であることを知りながら、その者と商取引に係る契約を締結している

団体又は個人 

  オ 暴力団又は暴力団員に対して経済上の利益又は便宜を供与している団体又は個人 

  カ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難される関係を有している団体又は個人 

 三 県税を滞納するなど法令に抵触し、助成が適当でないと認められる者 

 

（補助対象経費） 

第５条 知事は、次に掲げるもののうち、補助事業に必要かつ適当と認める経費（消費税及び地方消費

税額を除く。以下「補助対象経費」という。）について、予算の範囲内において、補助金を交付するも

のとする。 

 一 調査・設計費 

 二 機械装置・設備費 
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 三 工事費 

 四 委託費 

 五 管理・運営費 

 六 人件費 

 七 その他の経費 

 

（補助金額及び交付） 

第６条 補助金は、補助対象経費の総額に２分の１を乗じて得た額以下の額（千円未満の端数は切り捨

てる。）とし、５００万円を上限とする。 

２ 複数の者が共同で補助事業を実施する場合、補助金の交付はその代表者に対して行うものとする。 

 

（国又は他の公的機関から補助を受ける場合） 

第７条 前条の規定にかかわらず、この要綱による補助金の交付を受ける者が、同一の事業について同

一年度中に国又は他の公的機関から助成又は補助等を受ける場合、当該助成又は補助等を受ける額を

補助対象経費から控除する。ただし、この要綱による補助金の交付決定後、交付額を除く経費に対し

て、国又は他の公的機関から助成又は補助等を受ける場合はこの限りでない。 

 

（補助金の交付申請） 

第８条 補助金の交付の申請をしようとする者は、様式第１号による交付申請書に知事が定める資料を

添え、知事に提出しなければならない。 

 

（補助金の交付決定） 

第９条 知事は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、適当と認めたときは、交

付決定を行い、様式第２号による交付決定通知書を補助事業を実施する者（以下「補助事業者」とい

う。）に通知するものとする。 

 

（補助事業の変更の承認） 

第１０条 補助事業者は、補助事業の内容を変更しようとする場合（事業の基本的部分に関わらない変

更を除く。）は、あらかじめ様式第３号による変更承認申請書を知事に提出し、その承認を受けなけれ

ばならない。 

 

（補助事業の中止又は廃止） 

第１１条 補助事業者は、補助事業の全部若しくは一部を中止し、又は廃止しようとするときは、あら

かじめ様式第４号による中止（廃止）承認申請書を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

 

（遂行状況報告） 

第１２条 知事は必要と認めるときは、補助事業者から補助事業の遂行状況について報告を求め、又は

補助金の使用状況を調査することができる。 
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（実績報告） 

第１３条 補助事業者は、補助金の交付決定を受けた年度の３月１０日までに、様式第５号による補助

事業実績報告書に知事が定める資料を添え、知事に提出しなければならない。 

 

（補助金の額の確定等） 

第１４条 知事は、前条の報告を受けた場合には、実績報告等の審査及び必要に応じて現地調査を行い、

当該報告に係る補助事業の実施結果が補助金の交付の決定の内容（第１０条に基づく承認をした場合

には、その承認された内容）及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の

額を確定し、様式第６号による額の確定通知書により補助事業者に通知するものとする。 

２ 知事は、補助事業者に交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を超える補助金

が交付されているときは、その超える部分の補助金の返還を命ずる。 

３ 前項の補助金の返還期限は、当該命令がなされた日から２０日以内とし、期限内に納付がない場合

は、未納に係る金額に対して、その未納に係る期間に応じて年利１０．９５％の割合で計算した延滞

金を徴するものとする。 

 

（補助金の交付） 

第１５条 知事は、前条の規定による補助金の額の確定後、当該補助金を交付するものとする。ただし、

補助事業の円滑な推進を図るため必要があると認められる経費については、概算払をすることができ

る。 

２ 補助事業者は、補助金の概算払又は精算払を受けようとするときは、様式第７号による概算払請求

書又は様式第８号による精算払請求書を知事に提出しなければならない。 

 

（交付決定の取消し等） 

第１６条 知事は、第１１条の補助事業の中止又は廃止の申請があった場合及び次に掲げる場合には、

第９条の交付の決定の全部若しくは一部を取り消し、又は変更することができる。 

一 補助事業者が、法令、本要綱又は法令若しくは本要綱に基づく知事の処分若しくは指示に違反し

た場合 

二 補助事業者が、補助金を補助事業以外の用途に使用した場合 

三 補助事業者が、補助事業に関して不正、怠慢その他不適当な行為をした場合 

四 交付の決定後生じた事情の変更等により補助事業の全部若しくは一部を継続する必要がなくなっ

た場合又は補助事業者の責に帰すべきではない事情により補助事業の遂行ができない場合 

２ 知事は、前項の取消しをした場合において、既に当該取消しに係る部分に対する補助金が交付され

ているときは、期限を付して当該補助金の全部又は一部の返還を命ずる。 

３ 知事は、前項の返還を命ずる場合には、第１項第４号の場合を除き、その命令に係る補助金の受領

の日から納付の日までの期間に応じて、年利１０．９５％の割合で計算した加算金の納付を合わせて

命ずるものとする。 

４ 第２項の補助金の返還については、第１４条第３項の規定を準用する。 
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（財産の管理等）  

第１７条 補助事業者は、補助事業が完了した後も、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産

（以下「取得財産等」という。）を善良な管理者の注意をもって管理するとともに、補助金交付の目的

に従ってその効率的運用を図らなければならない。 

２ 補助事業者は、取得財産等について、様式第９号による取得財産等管理台帳を備え、管理しなけ 

ればならない。 

 

（財産の処分の制限） 

第１８条 補助事業者は、取得財産等のうち、取得価格又は効用の増加価格が５０万円以上のものにつ

いて、補助金の交付の目的及び当該財産の耐用年数を勘案して知事が定める期間内に、補助の交付の

目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、廃棄し、又は担保に供する場合は、あらかじめ様

式第１０号による財産処分承認申請書を知事に提出し、その承認を受けなければならない。ただし、

補助事業者が、交付を受けた補助金の全部に相当する額を県に納付した場合を除く。 

２ 知事は、前項に規定する財産の処分を承認した場合において、当該処分により補助事業者に収入が

生じた場合は、交付した補助金の全部又は一部に相当する金額を県に納付させることができる。 

 

（補助事業の経理等） 

第１９条 補助事業者は、補助事業に係る経費について、帳簿及び全ての証拠資料を備え、他の経費と

明確に区分して経理し、常にその収支の状況を明らかにしておかなければならない。 

２ 補助事業者は、前項の帳簿及び証拠資料を補助事業の完了（廃止の承認を受けた場合を含む。）の日

の属する年度の終了後５年間、知事の要求があったときはいつでも閲覧に供せるよう保存しておかな

ければならない。 

 

（その他） 

第２０条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の実施に関し必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

 この要綱は、令和７年７月４日から施行し、令和７年度の補助金から適用する。 

 

 この要綱は、令和８年４月１日から施行し、令和８年度の補助金から適用する。 

 


